
○墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金交付

要綱 
平成２５年９月３日   
２５墨福子子第９１２号 

  （目的） 

第１条  この要綱は、民間保育所等一時預かり事業及び民間保育所等定期利用 
保育事業（以下「民間保育所等一時預かり事業等」という。）を行う事業者に

対し、墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金（以

下「補助金」という。）を交付することにより、民間保育所等一時預かり事業

等を円滑に推進し、もって乳幼児の福祉の向上及び乳幼児の保護者への子育

て支援に資することを目的とする。 

（定義） 
第２条 次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
⑴ 民間保育所等一時預かり事業等 「東京都一時預かり事業実施要綱」（平

成２７年７月２７日付け福祉保健局長決定２７福保子保第５０７号。以下、

「一時預かり要綱」という。）第４及び「東京都一時預かり事業・定期利用

保育事業実施要綱」（平成２２年８月２日２２福保子保第９１０号。以下「都

要綱」という。）第３に規定する事業をいう。 

⑵ 乳幼児 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第４条第１項第１号に掲げる乳児及び同項第２号に掲げる幼児をいう。 

⑶ 認可保育所 法第３９条第１項に規定する保育所をいう。 

⑷ 幼稚園 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する幼稚園をい

う。 

⑸ 認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認

定こども園をいう。 

⑹ 認証保育所 東京都認証保育所事業実施要綱（平成１３年５月７日１ 

２福子推第１１５７号。以下「都認証保育所要綱」という。）に基づく東 

京都認証保育所をいう。 

⑺ 家庭的保育事業 法第６条の３第９項に規定する事業をいう。 

⑻ 小規模保育事業 法第６条の３第１０項に規定する事業をいう。 

⑼ 居宅訪問型保育事業 法第６条の３第１１項に規定する事業をいう。 

⑽ 事業所内保育事業 法第６条の３第１２項に規定する事業をいう。 

⑾ 専用施設 都要綱第３第２項２号エに規定する施設をいう。 

⑿ 対象児童 区内に住所を有し、一時預かり事業は乳幼児、定期利用保育

事業は乳児から満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある

児童を対象とし、第３条各号に掲げる事業のいずれかを利用するものをい

う。 

⒀ 年間延べ利用児童数 ４月１日から翌年３月３１日までの各日（以下「年

度内各日」という。）における一般型一時預かり事業、余裕活用型一時預か
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り事業、居宅訪問型一時預かり事業、地域密着Ⅱ型一時預かり事業、都単

独型一時預かり事業又は定期利用保育事業を利用した対象児童の人数を合

計した数をいう。 

  （補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。 

⑴ 一般型一時預かり事業 一時預かり要綱４(1)に基づく事業をいう。 
⑵ 余裕活用型一時預かり事業 一時預かり要綱４(2)に基づく事業をいう。 
⑶ 居宅訪問型一時預かり事業 一時預かり要綱４(3)に基づく事業をいう。 
⑷ 地域密着Ⅱ型一時預かり事業 一時預かり要綱４(4)に基づく事業をいう。 
⑸ 都単独型一時預かり事業 都要綱第３第１項に基づく事業をいう。 
⑹ 定期利用保育事業 都要綱第３第２項２号に規定する事業をいう。 
⑺ 緊急一時預かり事業 一時預かり要綱４⑴又は⑷に規定する実施要件を

満たすもののうち、東京都子供・子育て支援交付金補助要綱（平成２９年

１２月６日２９福保子計第７４９号）別紙の一時預かり事業（一般分）１

⑴ウに該当する児童を対象にする事業をいう。 
  （交付対象事業者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる事業者は、対象児童が利用する前

条各号に掲げる事業を行う区内の認可保育所、幼稚園、認定こども園、認証

保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業及び専用施設の設置者（以下「設

置者」という。）とする。 

（補助対象経費） 

第５条  補助金の対象となる経費は、次に掲げる経費とする。 
⑴ 第３条各号に掲げる補助対象事業の実施に必要な経費で、区長が適当と

認めるもの。 

⑵ 定期利用保育事業又は緊急一時預かり事業を利用する対象児童のうち、

住民税課税世帯の利用者負担額を無償化する事業に必要な経費で、区長が

適当と認めるもの。 

（補助金の額） 

第６条 前条第１号に係る補助金の額は、予算の範囲内において、設置者に係

る前条の経費の実支出額と次の各号に掲げる事業の区分に応じて、当該各号

に定める額とのいずれか低い額（１００円未満の端数がある場合は、これを

切り捨てた額）とする。 
⑴ 一般型一時預かり事業 別表１ １に定める額 
⑵ 余裕活用型一時預かり事業 別表１ ２に定める額 
⑶ 居宅訪問型一時預かり事業 別表１ ３に定める額 
⑷ 地域密着Ⅱ型一時預かり事業 別表１ １(1)ア（イ）に定める額に「一
時預かり事業・定期利用保育事業費補助金交付要綱」（平成３０年１２月１

０日付３０福保子保第４５６３号）別表（2）に定める額を加算した額 
⑸ 都単独型一時預かり事業 別表１ ４に定める額 

⑹ 定期利用保育事業 別表２に定める額で、利用者の利用時間が１月当た



り、４０時間以上１６０時間未満とする。 

⑺ 定期利用保育事業 施設１か所当たりの年額で、別表２ １日の利用時

間の欄に掲げる区分ごとの延べ利用児童数（年度内各日における定期利用

保育事業を利用した対象児童の人数を合計した数をいう。）に、同補助単価

（利用児童１人当たりの日額）の欄に定める単価を乗じて得た額の合計額 
２ 前条第２号に係る補助金の額は、対象児童の保護者負担額を無償化するた

めに必要な費用とし、対象児童一人当たりの月額上限は３２，０００円とす

る。 
 （交付申請） 
第７条 補助金の交付を受けようとする設置者は、区長が指定する期間内に、 
一般型一時預かり事業、余裕活用型一時預かり事業、居宅訪問型一時預かり

事業、地域密着Ⅱ型一時預かり事業、都単独型一時預かり事業に係るものに

あっては墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金の

一時預かり事業交付申請書（第１号様式）に、定期利用保育事業に係るもの

にあっては墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金

の定期利用保育事業交付申請書（第２号様式）に区長が必要と認める書類を

添付して、申請しなければならない。 
 （交付決定） 
第８条 区長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、 
及び必要に応じて調査を行った上で補助金の交付の可否を決定し、一般型一

時預かり事業、余裕活用型一時預かり事業、居宅訪問型一時預かり事業、地

域密着Ⅱ型一時預かり事業、都単独型一時預かり事業に係るものにあっては

墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金の一時預か

り事業に係る補助金の（交付・不交付）決定通知書（第３号様式）により、

定期利用保育事業に係るものにあっては墨田区民間保育所等一時預かり事

業・定期利用保育事業費補助金の定期利用保育事業に係る補助金の（交付・

不交付）決定通知書（第４号様式）により当該申請者に通知するものとする。 
２ 区長は、前項の規定により補助金の交付を決定するときは、別表３に定め

る条件を付するものとする。 
 （請求等） 
第９条 前条第１項の規定による交付決定を受けた設置者は、速やかに区長が 
定める請求書（第５号様式）に区長が必要と認める書類を添付して、補助金

の支払を請求しなければならない。 
２ 区長は、前項の規定による請求を受けた場合は、その内容を審査し、交付

決定の内容に適合すると認めたときは、当該請求を受けた日から３０日以内

に当該交付決定を受けた設置者が指定する金融機関の口座に振り込みの方法

により補助金を支払うものとする。 
 （事業報告等） 
第１０条 補助金の交付を受けた設置者（以下「補助金交付者」という。）は、 
民間保育所等一時預かり事業等の適正な運営に努めるとともに、事業等の実 



施状況について、区長が別に定める日までに墨田区民間保育所等一時預かり 
事業・定期利用保育事業利用状況報告書（第６号様式）を区長に提出しなけ 
ればならない。 

  
（実績報告） 
第１１条 補助金交付者は、民間保育所等一時預かり事業等が終了したとき、

又は補助金の交付を受けた年度が終了したときは、速やかに墨田区民間保育

所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金実績報告書（第７号様式）

に区長が必要と認める書類を添えて提出しなければならない。 
 （補助金の額の確定等） 
第１２条 区長は、前２条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査

し、当該報告の内容が第３条から第５条までの規定に適合すると認めたとき

は確定した補助金の額を墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育

事業費補助金額確定通知書（第８号様式）により、認めないときはその旨を

当該報告をした補助金交付者に通知するものとする。 
２ 区長は、前項の規定により補助金の額を確定した場合において、既に交付

した補助金の額に過不足が生じたときは、補助金交付者に対し、不足額につ

いては追加払を行い、過払額については返還を命ずるものとする。 
（交付決定の取消し等） 
第１３条 区長は、第８条第１項の規定による交付決定を受けた設置者が次の

いずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取

り消すものとする。この場合において、既に当該取消しに係る補助金を交付

しているときは、当該補助金の返還を命ずるものとする。 
⑴ 交付申請に誤りがあったとき。 
⑵ 偽りその他不正の手段により補助を受けたとき。 
⑶ 補助金を補助対象経費以外の用途に使用したとき。 
⑷ 補助金の交付の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違

反したとき。 
⑸ 実績報告の内容が補助の目的に適合していないとき。 
⑹ 事業を中止し、又は廃止したとき。 
⑺ 前各号に掲げるもののほか、区長が補助金の返還を必要と認めたとき。 

  （書類の整備保管）  
第１４条 補助金交付者は、補助金に係る予算及び決算の関係を明らかにした

書類を整備し、これを事業完了後５年間保管しなければならない。 
 （重複の禁止） 
第１５条 第３条に定める補助対象事業と同様の事業で他の補助金の交付を受

けている者については、第４条の規定にかかわらず補助金を交付しない。 
  （その他） 
第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

子ども・子育て支援部長が定める。 



 
付 則 

 この要綱は、平成２５年１０月１日から適用する。 
 この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 
 この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。 
 この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。 
 この要綱は、平成３０年４月１日から適用する。 
 この要綱は、平成３０年１０月１日から適用する。 
この要綱は、平成３１年４月１日から適用する。 

 この要綱は、令和２年４月１日から適用する。 
この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 
この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 
この要綱は、令和５年４月１日から適用する。ただし、第５条第２号に定め

る補助対象経費については、同年１０月１日から適用する。 
この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 
この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 
この要綱は、令和７年９月１日から適用する。



別表１ 
１ 一般型一時預かり事業 
（１） 一般型対象の児童（（２）～（４）を除く、１か所当たり年額） 

   ア 基本分 
    （ア）保育従事者が全て保育士又は１日当たり平均利用児童数がおおむね３

人以下の施設において保育士とみなされた家庭的保育者と同等の研修を

修了した者の場合 
 

年間延べ利用児童数 基準額 
50 人未満 1,473,000 円 
50 人以上 100 人未満 1,973,000 円 
100 人以上 200 人未満 2,444,000 円 
200 人以上 300 人未満 2,945,000 円 
300 人以上 900 人未満 3,240,000 円 
900 人以上 1,500 人未満 3,470,000 円 
1,500 人以上 2,100 人未満 5,012,000 円 
2,100 人以上 2,700 人未満 6,554,000 円 
2,700 人以上 3,300 人未満 8,096,000 円 
3,300 人以上 3,900 人未満 9,638,000 円 
3,900 人以上 4,500 人未満 11,180,000 円 
4,500 人以上 5,100 人未満 12,722,000 円 
※5,100人以上の場合は別途協議 

 
（イ）（ア）以外（地域密着Ⅱ型一時預かり事業を含む。）の場合 
年間延べ利用児童数 基準額 

50 人未満 1,473,000 円 
50 人以上 100 人未満 1,973,000 円 
100 人以上 200 人未満 2,444,000 円 
200 人以上 300 人未満 2,945,000 円 
300 人以上 900 人未満 3,114,000 円 
900 人以上 1,500 人未満 3,335,000 円 
1,500 人以上 2,100 人未満 4,817,000 円 
2,100 人以上 2,700 人未満 6,299,000 円 
2,700 人以上 3,300 人未満 7,781,000 円 
3,300 人以上 3,900 人未満 9,263,000 円 
3,900 人以上 4,500 人未満 10,745,000 円 



4,500 人以上 5,100 人未満 12,227,000 円 
   ※5,100人以上の場合は別途協議 
 
   イ 基幹型施設加算 1,330,000円 
    ※基幹型施設 土曜日、日曜日、国民の休日、年末年始（１２月２９日～翌

年１月３日）の開所及び１日９時間以上の開所を行う施設とする。 
（２） 特別利用保育等対象児童（児童１人当たりの日額） 
   （子ども・子育て支援法第２８条第１項第２号に規定する特別利用保育の提

供を受ける児童及び第３０条第１項第２号に規定する特別利用地域型保育の

提供を受ける児童をいう。） 
   ア 平日分                          440円 

イ 長期休業日（８時間未満）                                  440円 
ウ 長期休業日（８時間以上）                                  880円 

   エ 休日分（土曜日、日曜日、国民の休日及び年末年始（１２月２９日～翌年 
１月３日）の利用）                     800円 

   オ 長時間加算 
     （ア及びイについては４時間（又は特別利用保育等として提供される時間

との合計が８時間）、ウ及びエについては８時間を超えた利用） 
         ・超えた利用時間が２時間未満           100円 
         ・超えた利用時間が２時間以上３時間未満      200円 
         ・超えた利用時間が３時間以上           300円 
（３） 緊急一時預かり対象児童（児童１人当たりの日額） 

ア 基本分                         4,400円 
イ 緊急一時預かり加算 
 （ア） 利用者支援加算 
      次の算式により得られた額と、実施場所に応じて利用児童に適用

される次表の単価に年間延べ利用児童数を乗じて得た額とを比較し

ていずれか少ない額 
【算式】 

  「基準事業額（※１）」－（「4,400 円×年間延べ利用児童数」+「利用者負
担基準額（※２）」） 

 ※１ 実施場所が、次表の①に該当する場合は、7,200円×年間延べ利用児
童数とする。また、実施場所が、次表の②に該当する場合は、7,400円
×年間延べ利用児童数とする。 

 ※２ 施設における日額・８時間換算した平均利用者負担額に年間延べ利

用児童数を乗じて得た額。算出方法の詳細は、別紙様式に従うこと。 
実施場所 補助単価 

① ②以外の施設 児童１人当たり 
日額  600円 



② 区市町村以外の者が設置す

る、都要綱第３の２（２）ウ

及びエに規定する施設若しく

はそれと同様の施設におい

て、緊急一時預かりを実施す

る施設（ただし、幼稚園を除

く。） 

児童１人当たり 
日額  800円 

 （イ） 長時間保育加算（１日の利用時間が８時間を超えた場合） 
①超えた利用時間が１時間以内 625円 
②超えた利用時間が２時間以内  1,250円 
③超えた利用時間が３時間以内 1,875円 

 
（４） 特別支援児童（障害児・多胎児）加算（児童１人当たりの日額） 

                                 3,900円 
   ※次のア又はイの要件を満たす場合に適用する。 
   ア 障害児を受け入れる施設において、当該障害児が利用した場合に職員配置 
    基準に基づく職員配置以上に保育従事者を配置する場合 
     なお、障害児とは、以下のいずれかに該当する児童とする 
      ・身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する 
      身体障害者手帳を有する者 
      ・東京都愛の手帳交付要綱（昭和４２年３月２０日４２民児精発第５８ 
      号）に規定する手帳を有する者 
      ・児童相談所又は公的専門機関において心身障害児と判定された者 
      ・その他心身に障害を有し教育上特別な配慮を要すると区長が認めた者 
   イ 多胎児を受け入れる施設において、当該多胎児を受け入れるために、設備 
    及び人員基準を遵守した上で、定員を超えて受け入れる場合で、かつ職員配 
    置基準に基づく職員配置以上に保育従事者を配置する場合 
 
 （５） 運営費の事務経費加算                2,670,000円 
     ※ 子ども・子育て支援法第２７条に規定する特定教育・保育施設、同法

第２９条に規定する特定地域型保育事業、特定教育・保育施設に該当し

ない幼稚園及び企業主導型保育事業と一体的に事業を実施している施設

を除く事業所を対象とする。対象とする事務経費は、事務職員の配置等

や賃貸物件における賃借料等に係る経費とする。 
２ 余裕活用型一時預かり事業（児童１人当たり日額）         
（１） 基本分                         2,600円 
（２） 特別支援児童（障害児・多胎児）加算（児童１人当たりの日額） 

                             3,900円 
   ※別表１ １（４）ア又はイの要件に該当する場合に適用する。 



３ 居宅訪問型一時預かり事業（児童１人当たり日額） 
（１） （２）の緊急一時預かり対象児童以外の児童 

               利用時間４時間以上         11,000円 
               利用時間４時間未満         5,500円 
（２） 緊急一時預かり対象児童 

               利用時間４時間以上         14,000円 
               利用時間４時間未満         7,000円 
 （３） 特別支援児童（障害児・多胎児）加算（児童１人当たりの日額） 

                             3,900円 
   ※別表１ １（４）ア又はイの要件に該当する場合に適用する。 
４ 都単独型一時預かり事業       
（１） 基本分 

利用児童に適用される次の単価に、年間延べ利用児童数を乗じて得た額。た

だし、１か所当たり 51,272,000 円 を上限とする。 
ア 下記イに該当しない場合（児童１人当たり日額）       2,400円 

   イ 職員配置基準に基づく職員配置以上に加配が必要な障害児や、多胎児家庭

の育児疲れ等による心理的・身体的負担の軽減を図るために多胎児を預かる場

合で、別表１ １（４）ア又はイの要件に該当する場合（児童１人当たり日額） 
                              3,900円 

（２）加算分（１か所当たり年額） 
上記のうち、土曜日、日曜日、国民の祝日、年末年始（１２月２９日～翌年

１月３日）の開所及び１日９時間以上の開所を行う場合に定める額を加算する。  
                1,330,000円 

 
 



別表２ 
定期利用保育事業 
 （１） 基本分 

（ア）都要綱第３の２（２）ウ及びエに該当する施設 
１日の利用時間 補助単価 

４時間未満 日額 2,600円 

４時間以上 日額 5,200円 

   （イ）上記に該当しない施設 
１日の利用時間 補助単価 

４時間未満 日額 2,500円 

４時間以上 日額 5,000円 

 
 （２） 長時間保育加算（１日の利用時間が８時間を超えた場合） 

①超えた利用時間が１時間以内 625円 
②超えた利用時間が２時間以内  1,250円 
③超えた利用時間が３時間以内 1,875円 

 
 
別表３ 
補助条件 
１ 財産処分の制限 

補助金交付者は、補助金の交付を受けたことにより取得し、又は効用の増加した

価格が 50 万円以上の機械及び器具については、補助事業等により取得し、又は効
用の増加した財産の処分制限期間（平成 20 年厚生労働省告示第 384号）に定める
期間を経過するまで、区長の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 
２ 財産処分に伴う収入の納付 

区長は、前項の規定により、補助金交付者が区長の承認を受けて財産を処分する

ことにより収入があった場合は、当該補助金交付者にその収入の全部又は一部を区

に納付させることができる。 
３ 財産の管理義務 

補助金交付者は、補助金の交付を受けたことにより取得し、又は効用の増加した

財産については、善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運用

を図らなければならない。 
４ 消費税仕入控除税額の取扱い 
補助金交付者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに区

長に報告しなければならない。この場合において、補助金交付者が全国的に事業



を展開する組織の一支部、一支社、一支所等であって自ら消費税及び地方消費税

の申告を行わず、本部、本社、本所等において消費税及び地方消費税の申告を行

っているときは、本部、本社、本所等の課税売上割合等の申告内容に基づき報告

しなければならない。 
２ 区長は、前項の規定による報告があったときは、当該仕入控除税額の全部又

は一部を区に納付させることがある。 
５ 無償化に伴う保育料の取扱い 
  第５条第２号の補助金を受けようとする設置者は、対象児童の保護者負担額を徴

収してはならない。 
 

 
 
 



第１号様式 
 

年  月  日 
 

墨田区長 あて 
 

 設置者          
 所在地        
 名 称        
 代表者        

 
墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費 

補助金の一時預かり事業交付申請書 
 

年度墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業補助金のうち、一時

預かり事業に係る補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。 
 
１ 交付申請額 
        円 
２ 実施する補助対象事業 

□ 一般型一時預かり事業 
□ 余裕活用型一時預かり事業 
□ 居宅訪問型一時預かり事業 
□ 地域密着Ⅱ型一時預かり事業 
□ 都単独型一時預かり事業 

     ３ 事業実施施設 
⑴施設種別 

□認可保育所 □幼稚園 □認定こども園 □認証保育所  
□家庭的保育事業 □小規模保育事業 □居宅訪問型保育事業 

□事業所内保育事業 □専用施設 
⑵施設の名称等 

所在地 
名 称 

 
   

 
 
 
 

（Ａ４） 



第２号様式 
 

年  月  日 
 

墨田区長  あて 
設置者 所在地      

名 称   
   代表者     ㊞ 

 
墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金 

の定期利用保育事業交付申請書 
 

年度墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金のうち、（定

期利用保育事業・緊急一時預かり事業）に係る補助金の交付を受けたいので、関係書類

を添えて次のとおり申請します。 
 
 １ 交付申請額            円 
（内訳） 
⑴第５条第１号に規定する経費 

    ア 定期利用保育事業           円 
   イ 緊急一時預かり事業          円 

⑵第５条第２号に規定する経費 
ア 定期利用保育事業           円 
イ 緊急一時預かり事業          円 

 ２ 事業実施施設 
⑴施設種別 
□認可保育所  □幼稚園 □認定こども園 □認証保育所  
□家庭的保育事業 □小規模保育事業 □居宅訪問型保育事業 

□事業所内保育事業 □専用施設 
⑵施設の名称等 

所在地 
名 称 

 
 
 
 
 
 
 

（Ａ４）  



第３号様式 
 

第      号 
年  月  日 

     様 
墨田区長       印 

 
墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金の一時預かり事業 

に係る補助金の（交付・不交付）決定通知書 
 
年 月 日付けで申請のあった  年度墨田区民間保育所等一時預かり事業・

定期利用保育事業費補助金のうち、一時預かり事業に係る補助金については、次のとお

り（交付・不交付）を決定したので、通知します。 
 
  施設の所在地 
  施設の名称 
 

□ 交付 
   交付決定金額        円 
 

□ 不交付 
（理由） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（Ａ４） 

 

 



第４号様式 
 

第      号 
年  月  日 

     様 
墨田区長         印 

 
墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金の定期利用保育事業 

に係る補助金の（交付・不交付）決定通知書 
 

年 月 日付けで申請のあった  年度墨田区民間保育所等一時預かり事業・定

期利用保育事業費補助金のうち、（定期利用保育事業・緊急一時預かり事業）に係る補助

金については、次のとおり（交付・不交付）を決定したので、通知します。 
 
  施設の所在地 
  施設の名称 

□ 交付 
交付決定金額        円 

（内訳） 
⑴第５条第１号に規定する経費 

    ア 定期利用保育事業           円 
   イ 緊急一時預かり事業          円 

⑵第５条第２号に規定する経費 
ア 定期利用保育事業           円 
イ 緊急一時預かり事業          円 

 
□ 不交付 
（理由） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
                                 （Ａ４） 

 

 



第５号様式 
 

 
年  月  日 

 
墨田区長 あて 
                         所在地 
                     申請者 法人名 
                          代表者         ㊞ 
 

 
墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金交付請求書 

 
 

年  月  日付け     第   号により交付決定のあった墨田区民

間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金について、下記のとおり請求し

ます。 
 

記 
 
 
  請求金額           円 

 
   （内訳） 

１ 第５条第１号に規定する経費 
□ 一般型一時預かり事業                   円 
□ 余裕活用型一時預かり事業                 円 
□ 居宅訪問型一時預かり事業                 円 
□ 地域密着Ⅱ型一時預かり事業                円 
□ 都単独型一時預かり事業                  円 
□ 定期利用保育事業                     円 
□ 緊急一時預かり事業                    円 
２ 第５条第２号に規定する経費 
□ 定期利用保育事業                    円 
□ 緊急一時預かり事業                   円 

 
 

                              

（Ａ４） 



 
第７号様式 
 

年  月  日 
墨田区長  あて 

設置者 所在地       
名 称    
代表者     ㊞ 

 
墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金 

実績報告書 
 

  年  月  日付けで交付決定のあった   年度墨田区民間保育所等 
  一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金に係る実績について、次のとおり 

報告します。 
 
 １ 実績額等 
   

実績額 交付済額 差額 
       円            円          円 

 
 ２ 実施した補助対象事業 
   □ 一般型一時預かり事業    □ 余裕活用型一時預かり事業  
   □ 居宅訪問型一時預かり事業  □ 地域密着Ⅱ型一時預かり事業  
   □ 都単独型一時預かり事業   □ 定期利用保育事業   
   □ 緊急一時預かり事業 
 
 ３ 事業実施施設 

（１） 施設種別 
□認可保育所 □幼稚園 □認定こども園   □認証保育所 
□家庭的保育事業  □小規模保育事業  □居宅訪問型保育事業 
□事業所内保育事業 □専用施設 
 

（２） 施設の名称等 
所在地 
名 称  

 
 
 
                          



（Ａ４） 
第８号様式 
 

    第     号 
年  月  日 

             様 
 

墨田区長      印 
 

墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助 
     金額確定通知書 

 
     年度墨田区民間保育所等一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金に 
ついて、毎月の事業利用状況報告及び   年  月  日付けの実績報告に基づ 
き、当該補助金の額を次のとおり確定したので、通知します。 

 
 １ 交付確定額         円 

 
        交 付 済 額          円 
        交付確定額          円 
        差   額          円 
 
     ２ 実施した補助対象事業 
       □ 一般型一時預かり事業    □ 余裕活用型一時預かり事業  
       □ 居宅訪問型一時預かり事業  □ 地域密着Ⅱ型一時預かり事業  
       □ 都単独型一時預かり事業   □ 定期利用保育事業   
       □ 緊急一時預かり事業 
             

３ 事業実施施設 
（１） 所在地 

  （２）名 称 
 

 
 
 
 
 
 
 

 （Ａ４） 

 


